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【黒塀のデザイン提案】
中町の資源である黒塀を活かして駐車場の
フェンスを改装・塗装するプロジェクト。

【花街マップ作成・景観整備・空き地利用】
散策マップの作成、違法駐輪対策や清掃活
動を実施。イベント時には空き地活用を行
なってきた。

【他大学との連携】
桜美林大学の学生と連携し、花街を盛り立
てる検討や八王子まつりでの協力を行なっ
てきた。
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●…ヒアリング対象都市
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吉岡町

本庄市
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豊橋市刈谷市

大野市

伊賀市

敦賀市

舞鶴市

阿南市

北九州市

大分市

長崎市

居住誘導区域外

都市機能誘導区域

居住誘導区域内

居住誘導区域外
となった市街地

居住誘導区域内
となった市街地

地方都市・立地適正化計画研究

■活動地域
立地適正化計画作成都市

■活動期間
2019 年 4 月〜継続中

■活動体制
工学院大学　野澤研究室／星研究室

■活動キーワード
人口減少／少子高齢化／コンパクトシティ
立地適正化計画／地方都市

■2020 年度活動メンバー
M2 ： 浅川遥友、 宮崎裕子
M1 ： 松村叡英

『持続可能な地方都市のあり方を考える』

04

これまでの活動

活動の目標 研究の対象都市

Study on Provincial City and Location Normalization Plan

　本研究室では、 他大学も交えて 2015 年度から 2018 年

度まで函館市を対象に市街地の基礎的調査を行い、 これ

からの時代に求められる新しい居住の場 ・住まい方のあり

方について知見を得るための研究を行ってきた。 2019 年

3 月には、 ３カ年のまとめとして函館で公開研究会を開催

し、 専門家や一般市民への研究発表と意見交換を行った。

2019 年 4 月からは立地適正化計画を作成している 247 都

市を対象に、 同計画の運用実態を明らかにするためのア

ンケート調査やヒアリング調査、 GIS による分析等を行っ

た。

　本調査研究では、 全国自治体の立地適正化計画を総体

として分析するために、 2019 年 5 月 1 日時点で立地適正

化計画を作成している247都市を対象として研究を進めた。

中でも、 居住誘導区域を市街化区域に対して狭く設定して

いる都市や、居住誘導区域外に対して独自の考え方を持っ

ている都市、 積極的な居住誘導を行なっている都市など

は事例研究の対象として選定し、 ヒアリング調査を行い、

詳細な分析を加えた。

　近年、 我が国では都市政策としてコンパクトシティを指向

し、 都市の集約化を図っている。 H26 年には立地適正化

計画の策定が法的に位置付けられ、 既成住宅市街地を居

住誘導区域の内と外に分けることとなった。 昨年行なった

調査では、 各自治体における誘導区域の内外に対する認

識や設定基準など、 立地適正化計画の作成に関する基礎

的なデータが得られた。 今年度は、 得られたデータをもと

に分析を深め、 論文や報告書にとしてまとめ上げることを

目標として活動を行う。

公開発表会のポスター GIS による分析の様子 ( 函館市 )
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北九州市 旦過市場 長崎市 路面電車が通る街並み 大分市 「祝祭の広場」 阿南市役所

　ヒアリング調査で訪れたまちの風景 Gallery

NOZAWA LABORATORY

今年度の活動内容

来年度の活動予定

調査報告書の作成

研究論文の執筆・投稿

　今年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により、 世界

中の都市で今までの 「暮らし方」 が問われ、 新たな生活

様式への転換が求められた。 そのような状況下、 「地方

暮らし」 が持つ価値や魅力が再認識された事で、 地方都

市にとってはコロナ禍がこの先の活路を見出す好機にも

なった。 今後もポストコロナ時代を見据えて地方都市のあ

り方を考えていくことは、 地方の生きる道を道を指し示す上

で重要な意味合いを持つだろう。 しかし、 移動が制限され

たことで、 地方に直接赴いて現地調査を行うことは困難で

あった。 従って、 今年度の研究活動は昨年度までに得られ

たデータをもとに報告書や論文をまとめることを中心に行

なった。 これらの成果物が、 集約されていくべき中心市街

地や持続可能な低密居住市街地のあり方を考えるための素

材となれば幸いである。

　2019 年度より行なってきた立地適正化計画に関する全国調査の

結果を報告書としてまとめた。 線引き ・非線引きの両都市につい

て調査結果を記載しており、 各々について詳細な分析を行うことで

線引きの有無に関わらず網羅的に立地適正化計画の運用実態が

整理されている。 協力していただいた自治体や関係者への配布を

通して、 今後の都市政策を考える上での検討材料となることが期

待できる。

　上述の調査結果をもとに、 線引き都市に着目して立地適正化計

画の効果的な運用への知見を得ることを目的として論文を執筆し

た。 アンケート調査から明らかになった事実に加えて、 積極的な

都市構造を図るために独自の施策を展開している都市を取り上げ

ることで同計画の効果的な運用について評価している。 論文は日

本建築学会の査読審査を通過し、 計画系論文集に掲載されること

が決定している。

【低密居住市街地の検討】

　今後都市の集約化が進む中でも、 全ての郊外市街地が

即座に捨て去られるわけではない。 その様な市街地にお

いても住環境価値を再検討し、 低密度な市街地だからこそ

送ることができる暮らしを見出すことは、 全体として地方都

市の持続性を向上させることにつながることが考えられる。

従って、郊外の低密居住市街地ののモデル構築に向けて、

我が国における戸建て既成市街地を事例に調査し、 空間

のハード的な側面に着目してその特徴を整理する。 また、

事例の調査を通して今後の社会状況に対応した低密居住市

街地の必要条件を洗い出し、 市街地構造のモデル形成に

おける知見を得ることを目標に活動を行なっていく。
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